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令和６年度の相続税法に関連する税制改正事項を確認していきます。 

 

１ 令和６年度税制改正事項 

 

改 正 内 容 適用時期 

１ 直系尊属から住宅取得等資金の贈与を受けた場合の贈与税

の非課税措置について、非課税限度額の上乗せ措置の対象とな

る住宅用の家屋を次に掲げる要件のいずれかを満たすものと

した上、その適用期限を３年延長することとする。 

⑴ その住宅用の家屋（新築をした住宅用の家屋又は取得をし

た建築後使用されたことのない住宅用の家屋に限る。）がエ

ネルギーの使用の合理化に著しく資する住宅用の家屋とし

て一定のものであること。 

令和 6 年１月１日 

⑵ その住宅用の家屋がエネルギーの使用の合理化に資する

住宅用の家屋（新築をした住宅用の家屋又は取得をした建築

後使用されたことのない住宅用の家屋を除く。）、地震に対す

る安全性に係る基準に適合する住宅用の家屋又は高齢者等

が自立した日常生活を営むのに必要な構造及び設備の基準

に適合する住宅用の家屋として一定のものであること。 

 

２ 特定の贈与者から住宅取得等資金の贈与を受けた場合の相

続時精算課税の特例の適用期限を３年延長することとする。 

令和 6 年１月１日 

３ 公益信託について、次の整備を行うこととする。 

⑴ 公益信託（以下「新公益信託」という。）の受託者が遺贈に

より取得した財産（その信託財産として取得したものに限

る。）の価額は、相続税の課税価格に算入しない。 

⑵ 新公益信託から給付を受けた財産及び新公益信託の受託

者が贈与により取得した財産（その信託財産として取得した

ものに限る。）の価額は、贈与税の課税価格に算入しない。 

公益信託に関する

法律の施行（令和 8

年）の日 

 

  

令和６年度税制改正事項 
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改 正 内 容 適用時期 

４ 国等に対して相続財産を贈与した場合等の相続税の非課税

措置のうち公益信託に関する措置について、次の見直しを行う

こととする。 

⑴ 相続又は遺贈により財産を取得した者が、その財産の全部

又は一部を相続税の申告書の提出期限までに公益信託（以下

「新公益信託」という。）の信託財産とするために支出をし

た場合には、その支出をした者又はその親族等の相続税又は

贈与税の負担が不当に減少する結果となると認められる場

合を除き、その支出をした財産の価額は相続税の課税価格の

計算の基礎に算入しない。 

⑵ ⑴の財産を受け入れた新公益信託がその受入れの日から

２年を経過した日までに終了（信託の併合による終了を除

く。）をした場合又は新公益信託の受託者がその財産を同日

までに公益信託事務の用に供しない場合若しくは供しなく

なった場合には、その財産の価額は相続税の課税価格の計算

の基礎に算入する。 

公益信託に関する

法律の施行（令和 8

年）の日 

 



 

 

Sec 内  容 適用時期 理論対策 計算対策 

1 住宅取得等資金の贈与を受けた場合の贈与税の非課税 R６.１.１～ 〇 〇 

２ 住宅取得等資金の贈与を受けた場合の相続時精算課税の特例 R６.１.１～ 〇 △ 

  ※ 理論集の改訂箇所についても収載しています。 
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直系尊属から住宅取得等資金の贈与を受けた場合の非課税について、適用期限が３年 

延長されると共に、「省エネ等住宅」の家屋の要件について一部要件の見直しが行わ 

れました。 

 

１ 住宅取得等資金の贈与を受けた場合の贈与税の非課税 

１．適用期限の延長（措法 70 の２①） 

 直系尊属から住宅取得等資金の贈与を受けた場合の非課税措置の適用期限（現行：令和５年

12 月 31 日）を令和８年 12 月 31 日まで３年延長する。 

 

２．省エネ等住宅の家屋の要件変更（措法 70 の２②六） 

省エネ等住宅 改正 

エネルギーの使用の合理化に著しく資する住宅用家屋 

新築住宅の建築 

新築住宅の購入 
〇 

中古住宅の購入 

住宅用家屋の増築 
× 

地震に対する安全性に係る基準に適合する住宅用家屋 × 

高齢者等が自立した日常生活を営むのに必要な構造及び設備の基準に適合する住宅用の家屋 × 

⑴ 新築住宅の要件変更 

 当該住宅用家屋の省エネ性能が断熱等性能等級５以上かつ一次エネルギー消費量等級６以上

（現行：断熱等性能等級４以上又は一次エネルギー消費量等級４以上）であることとする。 

 

 

２ 住宅取得等資金の贈与を受けた場合の相続時精算課税の特例 

１．適用期限の延長（措法 70 の３①） 

 直系尊属から住宅取得等資金の贈与を受けた場合の非課税措置の適用期限（現行：令和５年

12 月 31 日）を令和８年 12 月 31 日まで３年延長する。 

 

 

住宅取得等資金の非課税 






